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 現在日本は超高齢化社会であり，平均寿命は年々伸びている．一方で，健康上の問題で日常生活が制

限されることなく生活できる期間である“健康寿命”はあまり伸びていない．その結果，医療・介護費用を

含む社会保障給付費は大幅に増加しており，国の負担を減らすためには，高齢者がより健康に暮らすため

の対策を講じることが重要である．本研究では，要支援・要介護認定数の地域差とその要因を明らかにす

る．現在十分に利活用されていない医療ビックデータである国民健康保険データベースのデータを活用し，

７５歳以上の要支援・要介護認定者を対象に地域別認定者数を算出し，定量的に評価した地域特性との関

係を調べた．その結果，認定者数は地域によって大きく差があり，介護認定者が多く地域特性の一つであ

る外出利便性が悪い地域が明らかとなった． 

 

     Key Words : KDB, requiring long-term care,komatu,regional characteristics 

 

 

 

1. 研究の背景と目的 

 

(1) 日本の高齢化 

 我が国の総人口は平成 26年 10月 1日現在，1億 2780

万人である．そのうち 65 歳以上の高齢者人口は過去最

高の 3300 万人であり，総人口に占める割合（高齢化

率）は 26.0％と世界で最も高い高齢化率である 1)．この

ような中で，平均寿命は年々延び続けていることから現

在の日本は健康な国であると考えられる．しかし健康上

の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間

である“健康寿命”に着目すると，健康寿命の延びは平均

寿命に比べて小さい．つまり平均寿命と健康寿命の差で

ある不健康な期間は近年ほぼ変化していない 2)．よって

現在の日本は単に長生きするだけでなく，健康である期

間を長くすることが重要となる段階に入っている． 

 

図-1 平均寿命と健康寿命の推移 3) 
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また高齢化が進むとともに社会保障給付費も大幅に増

加しており，平成 25 年度には過去最高水準の 110 兆

6,566 億円となった．（図-2 参照）そのうち高齢者関係

給付費は全体の 68.4％を占めており，医療・介護費用の

増加が大きく影響していることは明らかである 4)．平成

27年には高齢者 1人に対して現役世代（15~64歳）2.3人

で支えていたが，少子高齢化が続くであろう日本におい

て平成 72年には高齢者 1人を現役世代 1.3人で支えなけ

ればならないと推測される．  

 

 これから団塊の世代が 75歳以上となる 2025年（平成

37 年）以降は医療・介護の需要がさらに増加していく．

これに対し厚生労働省では，2025 年を目途に「高齢者

の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで，可能な

限り住み慣れた地域で，自分らしい暮らしを人生の最期

まで続けることができるよう，地域の包括的な支援・サ

ービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築」を推

進している 5)． 

 

(2) 地域包括ケアシステム 

重度な要介護状態になっても住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう，

住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供さ

れるシステムのことである．高齢化の進展状況は大都市

部・町村部等の地域によって差が大きいため，地域の自

主性や主体性に基づき保険者である市町村や都道府県が

地域の特性に応じて構築していくことが必要である． 

 

(3) 研究目的 

 本研究では高齢化に伴い急激に増加している要支援・

要介護認定者のうち要支援認定者を対象に，国民健康保

険データベースのデータを用いて町別に要支援認定者数

を算出し地域差を可視化する．そして要支援認定者が暮

らす地域の外出利便性を主成分分析を用いて評価する． 

 

2. 既往研究 

 

(1) 国民健康保険データベースを活用した研究 

国保データベース（KDB） を活用した研究として，

工藤6)のKDBデータの活用で課題を明確化したデータヘ

ルス計画策手と保健事業-池田町の取り組みがある．長

野県池田町では，KDBシステムのデータを積極的に活

用しデータヘルス計画を策定している．高血圧の重症化

予防に重きを置いた計画を策定し住民の健康維持増進と

国保財政の健全化に取り組んでおり，その経緯と手ごた

えを報告したものである． 

 竹澤ら7)の広域で行う高齢者支援のための地域診断へ

のデータ活用－愛知県東三河広域連合における取り組み

では，高齢者支援を効果的に進めるためのデータ分析の

概要が紹介されている．愛知県東三河地域では広域連者

支援を広域で行う準備を進めている．2014年には8市町

の保健師が各地域と国保データベースのデータを活用し，

地域診断のための研究を行った．他に，防災の観点から

玉森ら8)による介護認定度・疾患別の患者分布に関する

研究や，医療費の観点から荻野ら9)による健康水準の地

区別評価の可能性に関する研究などがある． 

 KDBデータを活用し地域の健康増進を図る研究はい

くつか存在するが，要介護支援者に焦点をあてた研究は

少ない． 

 

(2) 要介護認定へ影響する因子に関する研究 

 高齢者の要介護化を防ぐために，要介護のリスク要因

を明らかにする研究として，藤原ら10)の在宅自立高齢者

の介護保険認定に関する身体・心理的要因がある．要介

護認定を受けていない人を対象に3年4か月間追跡調査を

行い，この間に要介護認定を受けた人と受けなかった人

にサンプルを分類し比較した．結果，軽度介護認定に関

する予知因子として高年齢と歩行能力低下，また重度要

介護認定の予知因子として高年齢と交通機関の利用，家

事や金銭管理などの「手段的自立」における非自立であ

ることが明らかとなった．男女によっても予知因子は異

なり，男のみの重度要介護認定には重度認知機能低下，

女のみの軽度要介護認定には入院歴と咀嚼力低下が因子

として抽出された． 

 同様の調査方法で要介護認定のリスク要因について研

究を行った平井ら11)は，要支援以上の要介護認定の高い

図-3 市町村における地域包括ケアシステム構築プロセス 5) 

図-2 社会保障給付費の推移 4)  
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リスクと関連ある因子として，高年齢・治療中の疾病あ

り・服薬数多い・一年間の転倒歴あり・咀嚼力低下・排

泄障害あり・生活機能低下・主観的健康観よくない・う

つ状態・歩行時間30分未満・外出頻度少ない・友人と会

う頻度月1回未満・自主的会参加なし・仕事をしていな

い・家事をしていない，であることが明らかとなった．

要介護認定のリスク要因として竹田ら12)の研究では独

居・園芸活動・スポーツ的活動なども挙げられている． 

 

(3) 本研究の位置づけ 

 要介護認定率を市町村単位の地域で比較し，その地域

差について調査した研究はあまり存在せず，要介護認定

率の地域差の要因は明らかとなっていない．平井ら，武

田らの研究結果より要介護認定のリスク要因の一つに高

齢者の外出頻度が挙げられている．そこで本研究では外

出頻度に影響すると考えられる商業施設，医療施設等の

近接度をGISを用いて地域ごと定量的に表し，国保デー

タベースのデータより明らかとなった詳細な地域の要支

援認定者数との関係を明らかにする． 

 

3. 分析概要 

 

(1) 国民健康保険データベースの概要 

国保データベースシステムは，国民健康保険団体連合

会が保険者の委託を受けて管理する「特定検診・特定保

健指導」「医療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」

等に関わる情報を利活用し，統計情報等を保険者向けに

提供することで，保険者の効率的かつ効果的な保健事業

の実施をサポートすることを目的として構築された．国

保データベースシステムから提供されるデータの分析に

基づき，地域住民の健康課題を明確化し，保険事業計画

を策定したうえで，それに沿った効率的・効果的な保健

事業を実施する．そして評価を行い，次の課題解決に向

けた計画の見直しが可能となる．このサイクルを繰り返

すことで，高血圧の改善，糖尿病有病者の増加の抑制や

脂質異常症の減少，虚血性心疾患・脳血管疾患死亡率の

減少，糖尿病腎症による新規透析導入の減少，さらには

未受診者への受診勧奨などを通じ健康格差の縮小に寄与

できる 13)． 

 

(2) 分析データの概要 

 本研究では75歳以上の高齢者データについて記載され

ている後期国保データベースを用いる．分析対象を後期

高齢者に限定した理由として，75歳以上になると要支

援・要介護認定者割合は大幅に高くなること．また0～

74歳の国民健康保険加入率は平成26年9月時点で33.0％で

あるため，国保データベースのデータだけでは国民全体

を把握することは難しいことが挙げられる． 

分析に用いたデータは後期国保データベースシステム

により出力される帳票の中の「要介護（支援）者突合状

況」のデータであり，期間は平成26年4月から平成27年3

月である．今まで介護認定を受けておらず，この期間に

要支援1あるいは要支援2と認定を受けた人数を算出する． 

 

 

(3) 石川県小松市の概要 

 本研究の分析対象である小松市は石川県南西部に広がる

加賀平野の中央に位置し，面積は371.05km2，2017年4月1日時

点の全人口は108,582人である．小松市の高齢化は年々進行

しており，2015年の高齢化率は27.6％と全国平均の26.6％より

も高い14)．今後，高齢化率はより高くなると予測される．

（図-4参照） 

 

 また小松市は都市部と山間部に大きく分けられ，それ

ぞれで地域の様子も異なる．この地域特性の差を，商業

施設，医療施設，公民館，公園等への外出しやすさを指

標に可視化する． 

 

 

データ項目

年齢

生年月日

住所

健診検査値

主要な病気の受診年月日

医療点数

ＫＤＢ処理時の介護度

初回認定時の介護度

介護認定開始年月

居宅サービス・施設サービス利用有無

介護給付費

歯科点数

個人番号

表-1 要介護（支援）者突合状況のデータ項目 

図-4 小松市の高齢化率推移 14)  
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(4) 外出利便性の指標 

 小松市における228の町別に，外出利便性の定量評価

を行う．評価を行う際に使用する変数は，「①最も近い

商業施設までの直線距離」「②最も近い医療施設（内科

系）までの直線距離」「③最も近い活動場所までの直線

距離」の3つである．図-5より変数①は高齢者の外出頻

度が最も高い場所である商業施設（スーパー，コンビ

ニ），変数②は通院の主な原因は高血圧であることから

内科系の医療機関，変数③は高齢者が人と集まり活動す

る場所として公民館，公園を含んでいる．各町の重心か

ら高齢者の外出頻度が高い場所への最短距離を変数とし

て，主成分分析を行い各町の施設近接度を数値化し，そ

れを指標に外出利便性の可視化を行う． 

 

4. 分析結果 

 

(1) 主成分分析より得られる施設近接度 

 変数①～③を用いて主成分分析を行った結果を表-2，

図-6に示す． 

 本研究では，寄与率が50.25％を示した主成分1を施設

近接度として用いることとする．図-6において各変数の

逆数を取っているが，各外出場所への距離が近いほど施

設近接度は高くなると言えるので，各場所への直線距離

の逆数と取っている．各変数の主成分負荷量について，

商業施設までの直線距離の負荷量が最も高い．次に医療

機関（内科系）までの直線距離であり，この2変数の負

荷量の差は小さい．活動場所までの負荷量は他2つと比

べとても低い．これより，日常で利用する頻度が高い施

設への距離が施設近接度に大きく影響を及ぼしているこ

とが分かる． 

 

 

 

(2) 外出利便性の可視化 

 主成分分析より得られた施設近接度をGISを用いて可

視化を行い，小松市のバスルート網とバス停も地図上に

併せて示し評価する．施設近接度が最も低い地域は-

1.286，最も高い地域は5.990と小松市内における施設近

接度は地域によって大きく差があることがわかる．図-7

より，小松市の中心部やその周辺の地域では施設近接度

が高く，中心から離れた山間部は施設近接度が低くなっ

ている．また施設近接度が高くバスルート網も充実して

いる地域は高齢者が徒歩あるいは公共交通の利用で生活

を行うことができる外出利便性の良い地域である．しか

し施設近接度が低くバスルートが設置されていない地域

は高齢者の外出利便性が低い地域である． 

主成分 固有値 寄与率 累積寄与率

1 1.508 50.25% 50.25%

2 0.951 31.71% 81.97%

3 0.541 18.03% 100.00%

表-2 主成分 1～3の固有値，寄与率，累積寄与率 

図-6 第1主成分における各変数の主成分負荷量 

0.8385

0.8121

0.3809

-1 -0.5 0 0.5 1

1/商業施設までの直線距離(m)

1/医療機関までの直線距離(m)

1/活動場所までの直線距離(m)

図-7 施設近接度の可視化とバスルート 

バス停

バスルート

外出利便性

-1.286 - -0.830

-0.831 - -0.324

-0.325 - 0.325

0.326 - 1.098

1.099 - 2.688

2.689 - 5.990

図-5 高齢者の各場所への外出頻度 15) 
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(3) KDBより算出される要支援認定者数 

 小松市において平成26年度の1年間で要支援1，要支援

2と認定された人は312人である．認定者数の分布を図-8

に示す．要支援認定者数の最も多い今江町では1年間で

20人も認定を受けている．逆に認定者が0人の町も多く，

地域によって差があることが分かる． 

 

(4) 施設近接度と要支援認定者数の関係 

 施設近接度と要支援認定者数の関係を図-9に示す．こ

れより，要支援認定者数の少ない町でも施設近接度が高

い地域や低い地域があり相関関係は見られない．日吉町

や本鍛冶町は施設近接度が非常に高く要支援認定者数の

少ないため，高齢者が自立して長く健康に暮らしていく

ことができる地域であることが分かる．一方，向本折町

は施設近接度が低く要支援認定者数も多く高齢者が健康

に暮らしていくには難しい地域だろう．今江町，安宅町，

串町は施設近接度も高くバスルート網が充実した地域で

あるが要支援認定者数は多い結果となった． 

 

5. まとめと今後の課題 

 

 町別の外出利便性として，商業施設・医療機関・活

動場所への最短距離を変数に主成分分析を行い地域の施

設近接度を求め，外出利便性の可視化を行い，要支援認

定者数との関係を明らかにした．結果，施設近接度と要

支援認定者数に相関関係は見られず，外出利便性が要支

援認定に影響を及ぼしているとは言い難い．しかし要支

援認定者数が少なく外出利便性の良い地域と要支援認定

者数が多く外出利便性の悪い地域が明らかとなった． 

 KDBデータを用いて要支援・要介護認定者の健康に

ついて地域別に比較を行い，地域別健康度を明らかにす

ることは可能である．しかし現在の情報だけでは詳しい

地域特性がわからず，地域別健康度と地域特性の関係を

明らかにすることは難しい．今後は各地域の人々がどの

ような暮らしをしているのか知る為にアンケート調査を

行い，詳しい地域特性を明らかにする．そして健康度の

地域差要因を保健・医療分野ではなく“まちづくり”と

いう観点から明らかにする． 
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